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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(21) 

 「レーヒ・スミス米国特許法」におけるグレースピリオド制と先使用の拡大【6】 

 レーヒ・スミス米国特許法成立後も、米国では先使用の拡大を求める流れが続いた。ビ

ジネスモデルに限らないトレードシークレットにも、積極的に先使用権を認めようとする

産業界や法曹界の動きがあった。一方で、自ら製造しない大学や公的研究機関の先使用権

の拡大反対や、先使用権の拡大は先願主義への意向の意味をなくすことから米国商務省、

特許商標庁などは慎重な姿勢を示していたが、最終的には米国発明法は、産業界の要請を

受け入れて、ビジネスモデル分野に限定していた先使用権を、広くすべての技術分野に拡

大した。ただし、反対を示していた大学・公的研究機関の要請や慎重な姿勢を示していた

米国商務省、特許商標庁などにも配慮したものとなった。 
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